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事
務
所
だ
よ
り

ワン
ポイント

3日・文化の日　23日・勤労感謝の日

日 月 火 水 木 金 土

（霜月）NOVEMBER

11 2022（令和4年）

◆  11月の税務と労務 11月

滞納処分免脱罪　税金を滞納した場合、財産の差押えなどの滞納処分が行われることが
あります。その際、財産を隠蔽するなど滞納処分の執行を免れようとする悪質な事案等
について適用される罰則が滞納処分免脱罪で、3年以下の懲役または 250 万円以下の罰
金が科されます。令和 3年度は 4件（7人（社））が同罪で告発されています。

国　税／ 10月分源泉所得税の納付 11月10日
国　税／ 所得税予定納税額の減額承認申請 

 11月15日
国　税／ 所得税予定納税額第2期分の納付

 11月30日
国　税／ 9月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

 11月30日
国　税／ 12月、3月、6月決算法人の消費税等の

中間申告（年3回の場合） 11月30日
国　税／ 3月決算法人の中間申告 11月30日
国　税／ 個人事業者の消費税等の中間申告

（年3回の場合） 11月30日
地方税／ 個人事業税第2期分の納付 

 都道府県の条例で定める日
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※税を考える週間　11月11日～11月17日



11 月号 ─ 2

姻
そ
の
他
の
理
由
に
よ
り
、
そ
の
年

中
を
通
し
て
事
業
に
従
事
す
る
こ
と

が
で
き
な
か
っ
た
場
合
に
は
、
事
業

に
従
事
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
認
め

ら
れ
る
期
間
の
２
分
の
１
を
超
え
る

期
間
に
お
い
て
、
専
ら
従
事
し
て
い

る
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

⑵
　
届
出
書
の
提
出

　

こ
の
特
例
の
適
用
を
受
け
る
た
め

に
は
、「
青
色
事
業
専
従
者
給
与
に

関
す
る
届
出
書
」
を
納
税
地
の
所
轄

税
務
署
長
に
提
出
す
る
必
要
が
あ
り

ま
す
。

　

提
出
期
限
は
、
青
色
事
業
専
従
者

給
与
額
を
必
要
経
費
に
算
入
し
よ
う

と
す
る
年
の
３
月
15
日
（
そ
の
年
の

１
月
16
日
以
後
、
新
た
に
事
業
を
開

始
し
た
場
合
や
新
た
に
専
従
者
が
い

る
こ
と
と
な
っ
た
場
合
に
は
、
そ
の

開
始
し
た
日
や
専
従
者
が
い
る
こ
と

と
な
っ
た
日
か
ら
２
か
月
以
内
）
ま

で
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
こ
の
届
出
書
に
は
、
青
色

事
業
専
従
者
の
氏
名
、
仕
事
の
内

容
、
給
与
の
金
額
、
支
給
期
な
ど
を

記
載
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す（
次

頁
表
参
照
）。

　

ま
た
、専
従
者
が
増
え
る
場
合
や
、

給
与
を
増
額
す
る
場
合
な
ど
、
届
出

の
内
容
を
変
更
す
る
た
め
に
は
、「
青

　

所
得
税
で
は
、
原
則
と
し
て
、
事

業
主
が
生
計
を
一
に
す
る
親
族
に
給

料
を
支
払
っ
て
も
、
そ
の
金
額
を
必

要
経
費
に
算
入
す
る
こ
と
は
で
き
ま

せ
ん
。

　

た
だ
し
、白
色
申
告
者
の
場
合
は
、

事
業
に
専
ら
従
事
す
る
親
族
従
業
員

の
数
、
配
偶
者
か
そ
の
他
の
親
族
か

の
別
、
所
得
金
額
に
応
じ
て
計
算
さ

れ
る
金
額
を
必
要
経
費
と
み
な
す

「
事
業
専
従
者
控
除
の
特
例
」、
青
色

申
告
者
の
場
合
は
、
一
定
の
要
件
の

下
に
実
際
に
支
払
っ
た
給
与
の
額
を

必
要
経
費
と
す
る
「
青
色
事
業
専
従

者
給
与
の
特
例
」が
あ
り
ま
す
。

　

今
回
は
、
事
業
専
従
者
控
除
・
青

色
事
業
専
従
者
給
与
に
つ
い
て
見
て

い
き
ま
す
。

１　

事
業
専
従
者
控
除

⑴
　
事
業
専
従
者
の
要
件

　

事
業
専
従
者
と
は
、
次
の
要
件
の

す
べ
て
に
該
当
す
る
者
を
い
い
ま
す
。

①　

事
業
主
（
白
色
申
告
者
）

と
生
計
を
一
に
す
る
配
偶
者

そ
の
他
の
親
族
で
あ
る
こ
と

②　

そ
の
年
の
12
月
31
日
現
在

で
、
年
齢
が
15
歳
以
上
で
あ

る
こ
と

③　

そ
の
年
を
通
じ
て
６
か
月

を
超
え
る
期
間
、
そ
の
白
色

申
告
者
の
営
む
事
業
に
専
ら

従
事
し
て
い
る
こ
と

⑵
　
事
業
専
従
者
控
除
額

　

事
業
専
従
者
控
除
額
は
、
次
の
①

ま
た
は
②
の
金
額
の
い
ず
れ
か
低
い

金
額
と
な
り
ま
す
。

①　

事
業
専
従
者
が
事
業
主
の
配
偶

者
で
あ
れ
ば
86
万
円
、
配
偶
者
で

な
け
れ
ば
専
従
者
一
人
に
つ
き

50
万
円

②　

こ
の
控
除
を
す
る
前
の
事
業
所

得
等
の
金
額
を
、
専
従
者
の
数
に

１
を
足
し
た
数
で
割
っ
た
金
額

　

な
お
、
こ
の
特
例
の
適
用
を
受
け

る
た
め
に
は
、
確
定
申
告
書
に
こ
の

控
除
を
受
け
る
旨
や
、
そ
の
金
額
な

ど
必
要
な
事
項
を
記
載
す
る
必
要
が

あ
り
ま
す
。

２　

青
色
事
業
専
従
者
給
与

⑴
　
青
色
事
業
専
従
者
の
要
件

　

青
色
事
業
専
従
者
と
は
、
次
の
要

件
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
者
を
い

い
ま
す
。

①　

事
業
主
（
青
色
申
告
者
）

と
生
計
を
一
に
す
る
配
偶
者

そ
の
他
の
親
族
で
あ
る
こ
と

②　

そ
の
年
の
12
月
31
日
現
在

で
、
年
齢
が
15
歳
以
上
で
あ

る
こ
と

③　

そ
の
年
を
通
じ
て
６
か
月

を
超
え
る
期
間
、
そ
の
青
色

申
告
者
の
営
む
事
業
に
専
ら

従
事
し
て
い
る
こ
と

　

た
だ
し
、
年
の
中
途
の
開
業
等
の

理
由
に
よ
り
、
事
業
が
そ
の
年
中
を

通
し
て
営
ま
れ
な
か
っ
た
場
合
や
、

事
業
に
従
事
す
る
親
族
の
病
気
、
婚

事業専従者控除・　
青色事業専従者給与
について　　　　　
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色
事
業
専
従
者
給
与
に
関
す
る
変
更

届
出
書
」
を
遅
滞
な
く
納
税
地
の
所

轄
税
務
署
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な

り
ま
せ
ん
。

⑶
　
青
色
事
業
専
従
者
給
与
の
額

　

青
色
事
業
専
従
者
給
与
と
し
て
認

め
ら
れ
る
額
は
、
次
の
金
額
と
な
り

ま
す
。

①　

届
出
書
に
記
載
さ
れ
て
い
る
方

法
に
よ
り
支
払
わ
れ
、
し
か
も
そ

の
記
載
さ
れ
て
い
る
金
額
の
範
囲

内
で
支
払
わ
れ
た
も
の
で
あ
る
こ

と

ス
が
見
受
け
ら
れ
ま
す
。

　

た
だ
し
、
類
似
同
業
者
の
平
均
額

を
調
べ
る
こ
と
は
か
な
り
困
難
で
あ

る
こ
と
か
ら
、
他
の
使
用
人
の
給
与

の
額（
使
用
人
が
い
な
い
場
合
に
は
、

親
族
と
い
う
フ
ィ
ル
タ
ー
を
は
ず
し

て
常
識
的
に
算
定
し
た
金
額
）
な
ど

を
基
準
と
し
て
、
検
討
す
る
こ
と
に

な
る
と
思
わ
れ
ま
す
。

３　

親
族
が
事
業
に
専
ら
従
事
し
て

い
る
か
ど
う
か
の
判
定

　

事
業
に
従
事
す
る
親
族
で
あ
っ
て

も
、
次
に
該
当
す
る
期
間
が
あ
る
者

は
、
そ
の
期
間
は
、「
事
業
に
専
ら

従
事
す
る
」
期
間
に
該
当
し
な
い
こ

と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

①　

高
校
、
大
学
そ
の
他
専
修
学
校

な
ど
の
学
生
又
は
生
徒
で
あ
る

者
。
た
だ
し
、
夜
間
に
お
い
て
授

業
を
受
け
る
者
が
昼
間
を
主
と
す

る
事
業
に
従
事
す
る
場
合
、
昼
間

に
お
い
て
授
業
を
受
け
る
者
が
夜

間
を
主
と
す
る
事
業
に
従
事
す
る

場
合
な
ど
の
よ
う
に
、
事
業
に
専

ら
従
事
す
る
こ
と
が
妨
げ
ら
れ
な

い
と
認
め
ら
れ
る
者
は
除
か
れ
ま

す
。

②　

他
に
職
業
を
有
す
る
者
。
た
だ

し
、
そ
の
職
業
に
従
事
す
る
時
間

②　

労
務
の
対
価
と
し
て
相
当
で
あ

る
と
認
め
ら
れ
る
金
額
で
あ
る
こ

と

　

し
た
が
っ
て
、
①
や
②
を
超
え
る

部
分
の
金
額
は
過
大
と
さ
れ
、
必
要

経
費
に
算
入
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ

ん
。

　

こ
の
場
合
の
「
労
務
の
対
価
と
し

て
相
当
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
金
額
」

に
つ
い
て
は
、
非
常
に
判
断
が
難
し

い
と
こ
ろ
で
す
。
労
務
に
従
事
し
た

期
間
、
労
務
の
性
質
及
び
そ
の
提
供

の
程
度
、
他
の
使
用
人
の
給
与
の
状

況
、
同
種
の
事
業
で
そ
の
規
模
が
類

似
す
る
も
の
に
従
事
す
る
者
の
給
与

の
状
況
な
ど
が
判
断
の
基
準
と
さ
れ

て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
税
務
署
と
の
見
解
の
相
違

に
よ
る
、
国
税
不
服
審
判
所
に
お
け

る
裁
決
例
や
裁
判
所
に
お
け
る
判
決

例
が
多
く
あ
り
ま
す
。

　

そ
の
裁
決
例
、判
決
例
を
見
る
と
、

・
売
上
金
額
が
当
事
者
の
２
分
の
１

か
ら
２
倍
ま
で
の
類
似
同
業
者
の

青
色
事
業
専
従
者
給
与
の
平
均
額

・
他
に
使
用
人
が
い
る
場
合
に
は
、

そ
の
使
用
人
の
労
務
の
性
質
、
従

事
時
間
等
を
基
準
に
算
定
し
た
金

額
な
ど
を
判
断
基
準
と
し
て
い
る
ケ
ー

が
短
い
な
ど
、
事
業
に
専
ら
従
事

す
る
こ
と
が
妨
げ
ら
れ
な
い
と
認

め
ら
れ
る
者
は
除
か
れ
ま
す
。

③　

老
衰
そ
の
他
心
身
の
障
害
に
よ

り
、
事
業
に
従
事
す
る
能
力
が
著

し
く
阻
害
さ
れ
て
い
る
者
。

４　

そ
の
他
の
注
意
点

　
「
生
計
を
一
に
す
る
」
と
は
、
必

ず
し
も
同
居
し
て
い
る
こ
と
を
い
う

の
で
は
な
く
、
勤
務
の
都
合
に
よ
り

家
族
と
別
居
し
て
い
る
場
合
や
、
修

学
・
療
養
な
ど
の
た
め
に
別
居
し
て

い
る
場
合
で
も
、
生
活
費
・
学
費
・

療
養
費
な
ど
を
常
に
送
金
し
て
い
る

と
き
や
、
休
日
等
に
は
起
居
を
共
に

し
て
い
る
と
き
も
含
ま
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
白
色
申
告
者
の
事
業
専
従

者
、
青
色
申
告
者
の
事
業
専
従
者
と

し
て
給
与
の
支
払
を
受
け
る
者
は
、

控
除
対
象
配
偶
者
や
扶
養
親
族
に
は

な
れ
ま
せ
ん
。

【参考資料】
国税庁

タックス
アンサー

届出書の記載事項

①　提出者（事業主）の氏名・住所（納税地）・職業

②　青色事業専従者の氏名・続柄・年齢・経験年数

③　仕事の内容・従事の程度、資格等

④　給与及び賞与の金額（賞与は支給基準）・支給期

⑤　昇給の基準

⑥　他の業務等にも従事している場合にはその事実

⑦　使用人の給与に関する事項（②～⑤に準ずる）

⑧　その他参考となるべき事項
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　配偶者の収入がパート収入だけの場合、
その収入が103万円以下であれば給与所
得控除額の55万円を差し引くと配偶者の
合計所得金額は48万円以下となり、納税
者本人（配偶者のパートナー）は、配偶者控
除が受けられます。配偶者本人にも所得税
はかかりませんが、納税者本人の合計所得
金額が1,000万円を超える場合、配偶者控
除は受けられません。
　配偶者本人のパート収入が103万円を超
えた場合でも、201.6万円未満であれば、
納税者本人には配偶者特別控除の適用があ
ります。
　ただし、従業者数101人未満の企業に
勤める配偶者のパート収入が130万円（従
業者数101人以上企業に勤める配偶者の
場合には106万円）以上になると、社会保
険の被扶養者から除外され、配偶者本人に
健康保険料等の負担が生じます。

KEY WORD  
パートで働く配偶者の収入の壁窓税（イギリス）

　窓開けによる換気の重要性が注目さ
れる昨今ですが、イギリスでは1696
年から1851年まで、「窓税」を導入し、
窓の数に応じた税金を徴収していまし
た。
　窓税導入前のイギリスには、家庭内
の暖炉の数に応じた暖炉税が徴収され
ていました。しかし、そのために役人
が家庭内に入ることに、強い抵抗があっ
たと言われています。
　暖炉税に変わり導入された窓税は、
窓の多い大きな家を所有する富裕層を
主なターゲットとして導入されました。
　窓税が導入されると、その課税を逃
れるため、窓を塞いだりする等の対応
をしたため、日光不足や室内換気の悪
化で、健康を害するような事例が続出
したと言われています。

世界の
税　金

■□□□□
　税務署が発足した明治29年、同じ
名称をもつ税務署はいくつも存在しま
した。その中で、同名の税務署の数が
最も多かったのは、「富岡税務署」で全
国に4署ありました。では、この4つあっ
た「富岡税務署」は、群馬県、福島県、
愛知県のほか、どの県にあったでしょ
うか。

①徳島県　②和歌山県　③愛媛県

【解説】 �
　「税務署」ができる前は、府県ごとに設
けられた収税署が国税徴収業務を担ってい
ましたのでその府県内で名称が重複しない
限りは、特に混乱もなく、全国で収税署の
名称が重複する例が散見されました。しか
し、明治29年に税務管理局官制ができ、
全国統一の機関として税務署が発足する

と、同一名称が混乱の元となったため、徐々
に名称が変更されていきました。
　現在、富岡税務署といえば、群馬県に所
在しています。この富岡税務署は、大正
13年に一度、高崎税務署に吸収された後、
昭和22年に群馬富岡税務署として独立し、
昭和42年に富岡税務署に改称しました。
　福島県にあった富岡税務署は明治42年
に双葉税務署、さらに大正13年には相馬
税務署と合併して現在に至ります。愛知県
の富岡税務署も明治42年に新城税務署と
合併し、現在に至ります。
　徳島県にあった富岡税務署は、明治42
年に那賀税務署と改称しますが、昭和16
年に再び富岡税務署という名称に戻りまし
た。その後、昭和33年に現在の阿南税務
署へと改称しています。昭和16年から昭
和33年までは、富岡税務署といえば、徳
島県の現阿南税務署を指していました。

�  正解は、①の徳島県でした。

税 金 ク イ ズ


